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平成29年９月28日 

各 位 

会 社 名        株式会社キタムラ 

代表者名        代表取締役社長 浜田 宏幸 

（コード番号   2719） 

問合せ先責任者 常務執行役員管理部長 菅原 孝行 

（TEL            045-476-0777） 

 

子会社の株式譲渡契約締結並びにこれに伴う特別利益の 

計上見込みに関するお知らせ 

 

当社は、平成 29 年９月 28 日開催の取締役会において、当社が 100%出資する連結子会社、株式会社キタム

ラメディカル（以下、「キタムラメディカル」）の全株式を、富士フイルムメディカル株式会社（以下、「富士

フイルムメディカル」）に譲渡することを決議し、本日譲渡契約を締結致しました。 

これに伴い、平成 30 年３月期第３四半期連結会計期間において、関係会社株式売却益として、約７億円の

特別利益を計上する見込となりましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

 

１．株式譲渡の理由 

当社は、事業の長期的な成長を重視し、社会のデジタル化に対応した写真事業への変革を目指し、写真

の新たな楽しみ方を可能とするビジネスモデルの早期確立に取り組んでいるところです。この戦略を推進し

ていくために、この度当社は、当社の持つ経営資源を効率的に活用し、事業展開を加速することを目的とし

て、キタムラメディカルの株式を譲渡することを決定いたしました。尚、キタムラメディカルの医療用機器

卸販売事業は、四国内において堅調な販売実績があり、これまで当社グループに貢献してきましたが、今後

の同事業のさらなる発展について検討を進めた結果、シナジー効果が期待できる富士フイルムメディカル社

に対して株式を譲渡することが最も適切であると判断いたしました。 

 

 

２．異動する子会社の概要 

（１） 名 称 株式会社キタムラメディカル 

（２） 所 在 地 高知県高知市本町四丁目１番16号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 橋本 敬二 

（４） 事 業 内 容 
レントゲンフィルム、医療用機器・画像情報システムの販売及びメン

テナンス 

（５） 資 本 金 10百万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 16 年 10 月 1 日 

（７） 発 行 済 株 式 数 200株 

（８） 決 算 期 ３月 

（９） 従 業 員 数 59人（平成29年３月31日時点）※契約・嘱託社員、アルバイト除く 

（10） 主 要 取 引 先 富士フイルムメディカル株式会社など 

（11） 主 要 取 引 銀 行 四国銀行 

（12） 大株主及び持株比率 株式会社キタムラ  100% 
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（13） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 当社の完全子会社です。 

 
人 的 関 係 

当社役員１名が取締役を兼務し、当社従業員1名が監査役を兼務して

おります。 

 取 引 関 係 資金貸付の取引があります。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態 

決算期 平成27年３期 平成28年３月期 平成29年３月期 

 純 資 産 896 912 941

 総 資 産 2,416 2,757 2,792

 １ 株 当 た り 純 資 産 4,484千円 4,560千円 4,708千円

 売 上 高 4,835 4,942 5,188

 営 業 利 益 120 110 117

 経 常 利 益 212 208 219

 当 期 純 利 益 111 126 156

 １株当たり当期純利益 558千円 634千円 781千円

 １ 株 当 た り 配 当 金 558千円 634千円 883千円

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

 

３．株式譲渡先の概要 

（１） 名 称 富士フイルムメディカル株式会社 

（２） 所 在 地 東京都港区西麻布二丁目26番30号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 新延 晶雄 

（４） 事 業 内 容 

医療画像情報システム及び関連付帯するソフトウェア・機材の販売 

医療用画像機器システム及び関連付帯するソフトウェア・医療用画像

機器・周辺機材の開発 

医療用レーザーイメージャ、フィルム、処理薬品、関連機材の販売 

（５） 資 本 金 1,200百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和 40 年 １ 月 12 日 

（７） 純 資 産 37,106百万円（平成29年３月期） 

（８） 総 資 産 92,988百万円（平成29年３月期） 

（９） 大株主及び持株比率 富士フイルム株式会社  100% 

（10） 上  場  会  社  と  

当 該 会 社 の 関 係 
 

 資 本 関 係 該当事項はありません。 

 人 的 関 係 該当事項はありません。 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 

 関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

 

４. 譲渡株式数、譲渡価額、譲渡前後の所有株式の状況 

（１） 異 動 前 の 所 有 株 式 数 200 株（議決権の数：200 個）（議決権所有割合：100%） 

（２） 譲 渡 株 式 数 200 株（議決権の数：200 個） 

（３） 譲 渡 価 額 当事者間の合意により開示できません。 

（４） 異 動 後 の 所 有 株 式 数 0 株 （議決権の数：0 個）（議決権所有割合：0%） 
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５. 日程 

（１） 取締役会決議日  平成29年  ９月28日 

 （２） 株式譲渡契約締結日  平成29年  ９月28日 

 （３） 株式譲渡実行日  平成29年 10月 31日 

 

６. 業績に与える影響 

  本件株式譲渡により、平成30年３月期第３四半期連結会計期間において、関係会社株式売却益として、 

約７億円の特別利益が発生する見込みです。 

なお、本件が当社の平成30年３月期連結業績予想に与える影響につきましては、現在精査中であり、 

今後、詳細が確定次第必要に応じてお知らせいたします。 

 

以 上 


